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１．はじめに 

本市は平成 13 年 1 月の合併以来、田無庁舎及び保谷庁舎の両庁舎を活用した「一

市二庁舎体制」により、市政運営を行ってきました。 

 しかしながら現在の二庁舎体制では、職員の重複配置などによる「財政負担の継続」、

どちらの庁舎に行けばよいかわかりづらい、一つの庁舎で用件が終わらないなどの「市

民サービスへの影響」、職員の庁舎間移動に伴う「業務効率の低下」等の課題がありま

す。加えて、保谷庁舎については、老朽化と耐震対応が喫緊の課題となっていました。 

このため、平成 28 年 12 月に、庁舎統合に向けた３つを基本方針※1とする「庁舎統

合方針」を決定しました。この方針では、統合庁舎の整備は、令和 15 年度を目途に市

中心エリアで実現することとしました。また、当面の方針として、喫緊の課題がある保

谷庁舎は取り壊し、田無庁舎市民広場に仮庁舎を整備したうえで、保谷庁舎機能を田無・

保谷庁舎敷地に再配置する「暫定的な対応方策」を掲げ、現在、仮庁舎整備に取り組ん

でいます。 

一方、統合庁舎の整備に向けては、令和５年度までに庁舎の位置の決定を目指して検

討を進めておりますが、「市中心エリアでの統合の可能性によっては、現在の庁舎敷地

での統合についても検討する」としています。そのため、保谷庁舎を取り壊した後の敷

地については、統合庁舎の候補地の一つとして検討する可能性を損なわないよう、原則

として暫定的な敷地活用を想定しています。 

このような背景を踏まえ、敷地活用にあたっては、庁舎統合に関する意見交換会やパ

ネル展示により、市民の皆さまのご意見をお伺いするとともに、極めて厳しい財政状況

の中で、効率的かつ効果的な敷地活用を行う手法として、民間事業者等への貸付や民間

活力の活用など、市の財政負担の軽減や歳入確保の観点も含め、官民連携事業について

幅広く検討するため、平成 30 年度にはサウンディング調査を実施しました。 

 市は、いただいたご意見やサウンディング調査の結果を踏まえ、市民サービスの質の

向上、地域の活性化、財政負担の軽減を図るため、官民連携事業による敷地活用の検討

を進めたいと考えており、敷地活用に求める機能等を明確にするための「保谷庁舎敷地

活用基本方針」を作成しました。 

２．基本方針の位置付け 

 本方針は、保谷庁舎を取り壊した後の敷地活用において、市が官民連携事業に求める

機能等の基本的な考え方を示したものです。敷地活用で整備する内容などについては、

この方針に基づき、事業者を公募する要項を作成する中で改めて整理するとともに、事

業者提案の中から選定し、決定するものとします。  

※１：① 田無庁舎を活用した「暫定的な対応方策」を当面の方策とする 

   ② 令和 15 年度を目途に「庁舎統合」を実現する 

   ③「統合庁舎」の位置は、市中心エリアでの統合を視野に検討する 
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【庁舎統合に向けた工程】 

【暫定的な対応方策の実現に向けた工程】 
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※統合庁舎の位置によっては、用地取得や仮設庁舎の整備等が必要になります。
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総合計画等の策定にあわせ
位置の検討・決定

統合庁舎の整備
（設計・建設工事）

統合庁舎の構想・計画づくり
（基本構想・基本計画）
※事業手法の検討含む
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敷地活用（令和3～11年度）
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令和2年2月

移転予定

田無庁舎

保谷

庁舎

防災

ｾﾝﾀｰ

仮庁舎

東分

庁舎

①令和元年度：仮庁舎整備等

（改修）

田無庁舎

保谷

庁舎

防災

ｾﾝﾀｰ

仮庁舎

東分

庁舎

（改修）

②令和2年2月：機能移転

田無庁舎

保谷

庁舎

防災

ｾﾝﾀｰ

仮庁舎

東分

庁舎

③令和2年度：機能移転・保谷庁舎解体工事

（取壊し）

田無庁舎

防災

ｾﾝﾀｰ

仮庁舎

東分

庁舎

④令和3～11年度：保谷庁舎敷地活用

（敷地活用）
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３．保谷庁舎敷地の概要 

（１）敷地活用の対象となる土地 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項 目 内 容 

所 在 地 西東京市中町一丁目５番１号 

敷 地 面 積 

＜建築基準法第 86 条の一団地を形成＞ 

① スポーツセンター 

② 防災・保谷保健福祉総合センター等 

④ 市民広場 

⑤ 保谷庁舎敷地活用想定区域 

③ 保谷こもれびホール 

 

3,866.23 ㎡ 

10,568.62 ㎡ 

1,231.08 ㎡ 

3,961.35 ㎡ 

8,316.56 ㎡ 

合 計（①＋②＋③） 22,751.41 ㎡ 

用 途 地 域 第２種住居地域（調布保谷線から 30ｍは準住居地域） 

建 蔽 率 60％ 

容 積 率 200％ 

高 度 地 区 第２種高度地区 

防火・準防火地域 準防火地域 

ア ク セ ス 西武池袋線保谷駅南口から徒歩15 分 

内
数 
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（２）保谷庁舎敷地の周辺の状況 

保谷庁舎敷地内には「保谷こもれびホール」や「スポーツセンター」など、文化及

びスポーツ分野の公益施設が集積しており、その周辺には低層の住宅地が広がって

います。北東部には、みどりの拠点となる「文理台公園」が存在しています。 

保谷庁舎を取り壊した後も、防災・保谷保健福祉総合センター及び南分庁舎、東

分庁舎は継続・運営し、行政サービスを提供します。 

また、隣接する主要な道路として、南北方向に保谷新道（都道 233 号）、伏見通

り（西東京３・２・６号調布保谷線）が通っており、東西方向に西東京３・４・11

号練馬東村山線が通っています。 

地域の北には西武池袋線が東西に横断し、その東端に保谷駅が位置しています。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

文理台公園 

保谷庁舎 

防災センター 

保谷保健福祉総合センター 

保谷こもれびホール 

スポーツセンター など 

＜保谷駅南部地域まちづくり方針図【抜粋】＞ 

「にぎわいがあり、市民の集いと交流を可能にするまち」 

＜保谷駅南部地域の将来像＞ 

出典：西東京市都市計画マスタープラン（平成 26 年３月） 
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４．敷地活用の基本方針 

（１）基本理念（コンセプト） 

保谷庁舎を取り壊した後の敷地活用については、都市計画マスタープランにおける

保谷駅南部地域の将来像や、市民意見、サウンディング調査結果を踏まえ、最大の目

的は“にぎわいの創出”とし、具体的な敷地活用の内容の検討を進めるにあたっての

基本理念（コンセプト）を次のとおり定めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人が集い、にぎわう 

交流の場の創出 

に
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可
能
な
場
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財政負担の軽減 ・ 歳入確保の観点 
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（２）敷地活用に求める機能 

 基本理念（コンセプト）の実現に向けて、保谷庁舎の敷地活用に求める機能は、市

の財政負担の軽減や歳入確保の観点を踏まえ、以下に挙げる内容を中心に、可能な限

り機能確保を目指し、検討を進めます。 

 

① 市民交流機能 

市民が集い、市民同士の交流が生まれ、多様な市民活動・コミュニティ活動につ

ながり、地域社会の形成に資するよう、趣味・サークル活動、学習活動などが可能

となる会議室や談話スペースなど、市民交流機能の確保を目指します。 

 

② 健康増進機能 

市民一人ひとりの健康づくりに向けた活動を支援するため、敷地内の「保谷こも

れびホール」や「スポーツセンター」との連携など、「健康」応援都市※2の実現に向

けた一助となるような、健康増進機能の確保を目指します。 

 

③ 市民広場の有効活用 

既存の市民広場については、来訪者のくつろぎの場や子供たちの自由な遊びの場、

軽易な運動の場としての機能を充実させるなど、敷地活用とあわせて有効活用を図

ります。 

 

④ 防災・災害対策機能 

敷地内に存置する防災センターの設置特性を活かし、応急対策拠点として、災害

時にも活用可能な防災・災害対策機能の充実を図ります。 

 

⑤ 飲食機能 

市民の憩いの場として長時間の滞在を可能とし、くつろぎの空間を提供するため

には、飲食サービス、または、飲食が可能なスペースを設けることが効果的である

ことから、にぎわいの創出の観点からもカフェやキッチンカーなど、飲食機能の確

保を目指します。 

 

⑥ その他の機能 

人々が集い、にぎわいが創出される空間となるように、多目的に活用できるイベ

ントスペースや魅力的な情報発信の場など、その他の機能の充実を図ります。 

 

※2：西東京市が目指す「健康」応援都市は、ＷＨＯの健康都市連合憲章の考え方を踏まえ、保健医療・社

会経済・居住環境などの様々な分野の改善を進めるとともに、地域・住民が互いに支えあう（応援する）

まちです。 
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５．敷地活用に向けた事業実施 

（１）保谷庁舎の取り壊し 

  敷地活用とあわせ、保谷庁舎の取り壊しも事業に含められないか検討するため、サ

ウンディング調査の対象としました。その結果、「保谷庁舎の解体工事を事業に含め

ることは困難である」との意見が多数でした。 

そのため、保谷庁舎の解体工事は、令和２年度に市が直接実施します。 

（２）事業期間 

 庁舎統合方針において、「統合庁舎の位置は、市中心エリアでの統合を視野に検討

する」としていますが、その可能性によっては、田無または保谷庁舎敷地での統合に

ついても検討していくこととしています。 

そのため、統合庁舎の候補地の一つとして検討する可能性を損なわないよう暫定的

な敷地活用とし、事業期間は令和 11 年度までの９年間を原則とします。 

（３）事業手法 

  民間事業者等への「敷地の有償貸付」を原則とします。 

（４）事業者選定 

  公募型プロポーザル方式により事業者を選定します。事業者の選定にあたっては、

選定委員会を設置し、提案の内容や価格等を審査します。 

（５）想定スケジュール 

年 度 取組内容 関連事業 

令和元年度 

・保谷庁舎敷地活用基本方針決定 

・敷地活用に係る事業者公募 

 

・保谷庁舎解体実施設計 

・敷地測量等 

 

令和２年度 

・敷地活用に係る事業者選定 

・事業者との基本協定締結 

・敷地活用に向けた準備 

・保谷庁舎解体工事 

 

 

令和３年度 

・賃貸借契約等の締結 

・敷地活用の整備、運用開始※ 

 

 

 

 

～令和 11 年度 

・敷地活用の完了 

 

 

 

 

 

 ※敷地活用の内容によっては、令和３年度以降に運用開始の可能性もあります。 
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＜ 参考資料 ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



- 9 - 
 

 

保谷庁舎敷地活用に関するサウンディング調査の結果概要について 

 

１．サウンディング調査の実施目的・背景 

本市は平成 13 年の合併以降、田無・保谷両庁舎を活用した市政運営を行ってきまし

たが、老朽化と耐震対応に課題のある保谷庁舎は、「庁舎統合方針」（平成 28 年 12 月

決定）に基づき、令和２年度に取り壊す予定です。 

保谷庁舎解体後の敷地活用については、行政ニーズに応える事業を実施する事業者等

への貸付や民間活力の活用など、官民連携事業の可能性について、幅広く検討したいと

考えています。 

そこで、民間事業者の皆さまからご意見、ご提案をいただき、その“対話”を通して、

官民連携事業の実現性のほか、敷地活用の様々な可能性を検討するため、サウンディン

グ調査を実施しました。 

 

２．サウンディング調査対象地の概要 

項 目 内 容 

所 在 地 西東京市中町一丁目５番１号 

敷 地 面 積 
全体 22,751 ㎡のうち、約 4,000 ㎡を想定 

（建築基準法第 86 条の一団地形成） 

用 途 地 域 第２種住居地域（調布保谷線から 30ｍは準住居地域） 

建 蔽 率 60％ 

容 積 率 200％ 

高 度 地 区 第２種高度地区 

防火・準防火地域 準防火地域 

ア ク セ ス 西武池袋線保谷駅南口から徒歩15 分  

敷地内存置施設 

防災センター・保谷保健福祉総合センター 

保谷南分庁舎 

保谷こもれびホール 

スポーツセンター 

立体駐車場 

 

※平成 31年１月 31日に公表した内容です。 
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３．サウンディング調査の実施スケジュール 

項 目 内 容 

平成 30 年８月 27 日（月） ・サウンディング調査実施要領の公表 

     ９月 14 日（金） ・説明会及び現地見学会の開催（８事業者参加） 

10 月 ４日（木） 

～ 12 日（金） 
・対話の実施（５事業者参加） 

平成 31 年１月 31 日（木）  ・サウンディング調査の結果概要の公表 

４．サウンディング調査の結果概要 

 ○ 敷地活用の事業内容、アイデアについて 

 多目的広場 

 スポーツ施設（テニスコート、フットサルコート） 

 温浴施設 

 総合住宅展示場 

 スーパーマーケット 

○ 事業スキームについて 

 定期借地又は土地一時使用賃貸借 

 ハード面は行政が整備し、ソフト面は民間事業者が管理・企画運営 

 民間提案制度 

○ 保谷庁舎の解体工事について 

 解体工事を事業に含めて実施することは困難である 

 解体工事費用を行政側で負担すれば、早期事業開始、コストダウンのメリット

が生じる可能性がある 

○ 地域貢献等について 

 地域住民の憩いの場、集いの場 ／ 災害時の避難場所 ／ 飲食の場の提供 

 健康増進に資する場の提供 ／ 地域住民の日常生活の利便性向上 など 

○ 敷地活用にあたっての主な意見 

 10 年の事業期間では施設を整備することは困難である 

 幅広い敷地活用を検討するには、最低でも 15～20 年程度の事業期間が必要

である 

 こもれびホール、スポーツセンターを含めた敷地の一体活用であれば、敷地活

用の幅が広がる 

  ※ 次ページ以降に、事業者ごとの対話の結果概要を掲載しています。 
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【Ａ事業者】 

調査項目 提案の内容 

事業内容、アイデア 
・多目的広場 

・スポーツ施設 

事業スキーム 
・民間提案制度による敷地活用 

（行政の財政負担なしで行える事業を前提） 

保谷庁舎解体工事の実施 ・解体工事を事業に含めることは困難 

地域貢献等の内容 

・イベント実施による賑わいの創出 

・防災器具の展示、常設 

・災害時の避難スペースを確保 

その他 

・事業期間としては、３～５年が望ましい 

・10 年の事業期間では、施設整備は困難 

・行政側の条件が増えるとコストも増加する 

 

【Ｂ事業者】 

調査項目 提案の内容 

事業内容、アイデア ・温浴施設 

事業スキーム ・定期借地（行政側に収益あり） 

保谷庁舎解体工事の実施 
・解体工事費用を行政側で負担すれば、早期事業

開始のメリットが生じる可能性がある 

地域貢献等の内容 

・施設を介しての地域住民の集いの場 

・健康増進に資する施設 

・災害時に避難者や帰宅困難者の受入れ施設 

・災害時放置車両の一時保管施設 

・施設を利用した飲食の場を提供 

その他 

・事業期間としては、15～20 年が必要 

・活用面積は、5,000 ㎡程度が望ましい 

（状況により別途駐車場が必要） 

・イベントの実施も可能 

・スポーツセンターとの連携が可能 
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【Ｃ事業者】 

調査項目 提案の内容 

事業内容、アイデア 

・多目的広場 

・スポーツ、コミュニティ施設（テニスコート、

多目的スポーツ室） 

・クラブハウス（シャワー室）、ミーティングル

ーム、多目的室、喫茶室の整備 

事業スキーム 
・ハード面（本体、設備、外構）は行政が整備

し、ソフト面を指定管理者制度による敷地活用 

保谷庁舎解体工事の実施 ・解体工事を事業に含めることは困難 

地域貢献等の内容 

・こもれびホール、スポーツセンターと連携でき

るような屋外型の多目的広場で、イベント実施

による地域住民の集いの場 

・災害時の避難スペースを確保 

・テニス利用者のみならず、広いジャンルでのス

ポーツコミュニティの地域拠点機能 

・クラブハウスを利用した飲食の場を提供 

その他 

・こもれびホール、スポーツセンターを複合化し

て敷地一体を活用することが望ましい 

・事業期間が１０年と比較的短期間のため、空調

や天井を擁する屋内テニスコートなど、堅固な

工作物は回避が望ましい 
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【Ｄ事業者】 

調査項目 提案の内容 

事業内容、アイデア ・総合住宅展示場 

事業スキーム 
・定期借地又は土地一時使用賃貸借 

（行政側に収益あり） 

保谷庁舎解体工事の実施 

・解体工事費用を行政側で負担すれば、展示場の

造成工事と一体で行うことができ、コストダウ

ンのメリットが生じる可能性がある 

地域貢献等の内容 

・地域社会に価値ある景観を創出 

・地域住民の憩いの場 

・災害時に避難施設として活用 

・市民交流の場を提供 

その他 

・事業期間としては、７～８年が望ましい 

・駐車場の確保が課題 

・イベントの実施も可能 

 

【Ｅ事業者①】 

調査項目 提案の内容 

事業内容、アイデア ・スーパーマーケット 

事業スキーム ・定期借地（行政側に収益あり） 

保谷庁舎解体工事の実施 ・解体工事を事業に含めることは困難 

地域貢献等の内容 

・地域密着型の商業施設（スーパーマーケット

等）により、地域住民の日常生活の利便性が向

上 

その他 

・商業施設を整備するポテンシャルが高い立地 

・事業期間としては、15～20 年が必要 

・10 年の事業期間では、施設整備は困難 

・駐車場の確保が課題 

・こもれびホール、スポーツセンターを含めた敷

地を一体活用し、大規模商業施設も可能 
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【Ｅ事業者②】 

調査項目 提案の内容 

事業内容、アイデア 
・公園、広場、農園、グランピング 

・スポーツ施設（テニス、フットサルコート） 

事業スキーム 
・ハード面は行政が整備し、ソフト面を民間事業

者が管理、企画運営する敷地活用 

保谷庁舎解体工事の実施 ・解体工事を事業に含めることは困難 

地域貢献等の内容 

・人が自然と集まることによる賑わいの創出 

・地域住民の憩いの場、集いの場 

・キッチンカーを利用した飲食の場を提供 

その他 ・事業性は高くない 

 

５．サウンディング調査結果を踏まえた今後の方向性 

 今回のサウンディング調査により、様々な敷地活用の事業、アイデア等のご提案、ご

意見をいただきました。官民連携事業の可能性があることは把握できましたが、保谷庁

舎の解体工事を事業に含めることは困難であることや、幅広い敷地活用を実施するには

約 10 年の事業期間では短期であることが確認できました。 

調査結果を踏まえ、敷地活用については官民連携事業を前提に、引き続き検討を進め

てまいります。 

 なお、サウンディング調査の結果概要については、民間事業者の皆さまからいただい

たご提案、ご意見であり、この内容を市が敷地活用の方針として決定したものではあり

ません。 

 

 

 

 

問い合わせ先 

西東京市企画部企画政策課 

西東京市役所（田無庁舎）〒188-8666 西東京市南町五丁目６番 13 号 

TEL：042-460-9800（直通） FAX：042-463-9585 

E-mail：kikaku@city.nishitokyo.lg.jp 
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保谷庁舎敷地活用に関する説明会及び意見交換会の実施結果（令和元年度） 

１ 実施概要 

開催日 開催時間 開催場所 参加者 アンケート 

８月７日（水） 
午後６時 30分から 

８時 30分まで 

防災センター 

講座室２ 

21人 16通 

８月 10日（土） 

午前９時 30分から 

11時 30分まで 
11人 ７通 

午後１時 30分から 

３時 30分まで 
10人 ７通 

 延べ 42人 30通 

２ アンケート結果 

■「市内・市外割合」           ■「年齢層割合」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■「保谷庁舎敷地の活用機能」※複数回答あり 
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＜その他の機能＞ 

・市内農家を活用したマルシェ 

・運営に市民参加ができるキッチンカー、コンテナヤード 

・スーパーマーケット 

・本屋 

 

■「活用機能の具体的なイメージ」※複数回答あり 

＜市民交流機能＞ 

・市民集会所、会議室、談話室、学習室 

・和室、茶室 

・図書室 

・多世代交流の場 

・飲食、文化的活動を通じて緩やかに市民交流ができる場 

・文化団体の発表の場 

・音楽練習の場（音の出る活動が可能な部屋） 

・青空マーケット、マルシェ 

・コンテナヤード 

・田無公民館耐震工事期間中の代替施設（多目的に利用できる施設） 

 

＜健康増進機能＞ 

・良好な自然景観 

・公園 

・健康センター 

・スポーツセンターと連携した機能 

・体を使って楽しめる遊具の設置 

・トレーニング室 

・バスケットコート 

・テニスコート（６面） 

・養護、介護施設 

 

＜防災・災害対策機能＞ 

・防災トイレ 

・震災用井戸、防災備蓄倉庫 

・地下雨水貯留槽 



- 17 - 
 

＜飲食機能＞ 

・レストラン 

・カフェ 

・キッチンカー 

 

＜その他の機能＞ 

・キャラクターショーや子どもが遊べる交流機能 

・イベントスペース 

・風呂 

 

■「自由記載欄」 

【庁舎に関する内容】 

統合庁舎は、市中心エリアに整備するのがよい。 

アクセスについては、市民の利便性を中心に検討する必要がある。 

統合庁舎は、保谷庁舎敷地に整備するのがよい。 

最も経費が掛からないのではないか。検討には市民との協働が必要である。 

統合庁舎の位置を速やかに決定することで、恒久的な敷地活用が可能となる。 

それをもとに考えなければ、民間事業者が実施する事業が無駄になる。 

【敷地活用に関する内容】 

にぎわいがあり、市民の集いと交流を可能にするまちの実現に向け、イベントがで

きる広場や道の駅など、老若男女だれもが行きたくなる場にしてほしい。 

自然災害に対応した防災・災害対策機能が重要である。 

広場に遊具を設置してほしい。 

利益のためなら総合住宅展示場も考えられる。 

地下には泉町・中町・東町での溢水に対応できる機能を整備してほしい。 

地上には広場や庁舎機能を有した施設を整備してほしい。 

長期間使用できるような建築材料・建築方法を採用すべき。 

設計については、事業者だけではなく、一般の応募も認めるべき。 

敷地活用については、交通渋滞や騒音、迷惑行為など、環境や治安の悪化への配慮

をしてほしい。 

【説明会・意見交換会に関する内容】 

参加者が多くよかった。具体的な意見もあり、よりイメージがしやすかった。 

ただし、計３回の開催で、市民意見を聞いたことになるのか疑問が残る。 
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３ 意見交換会結果（主な意見・提案） 

＜市民交流機能＞ 

・子どもから高齢者まで集えるような多世代交流の場 

・多文化共生社会実現の一環として外国人との交流の場 

・集うだけでなく、交流が生まれる場 

・多機能で魅力的な施設、コミュニティ施設 

・学習室不足のため公民館の補完施設 

 

＜健康増進機能＞ 

・テニスコート（屋根付き、託児付き） 

・フットサルコート 

・e-スポーツ施設 

・高齢者でも体を動かせる広場 

・アスレチック 

・お風呂、足湯マッサージ 

・養護施設 

・病院（休日診療所を含む） 

 

＜防災・災害対策機能＞ 

・防災センターと連携した防災・災害対策機能の充実 

・防災・災害について学べる場、起震車置場 

・水害への対応、雨水貯留槽の設置 

 

＜飲食機能＞ 

・食事ができる店 

・大人数をもてなす際に利用できる大規模な飲食店 

・西東京市一店逸品事業との連携 

・カフェ 

・キッチンカー 

・コンテナヤード（コンテナ改造の店舗を並べる） 

・屋台スペース 
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＜その他の機能＞ 

・イベントスペース 

・多目的広場（大道芸の広場、キャラクターショーを呼び込む） 

・野外音楽堂、野外映画場 

・移動郷土資料館 

・自由に遊べる広場、子どもの昆虫採集の場 

・ペットと一緒に遊べる広場（ドッグランなど） 

・スーパーマーケット 

・シェアオフィス 

・free Wi-Fi・動画スタジオ 

・コワーキング・スペース 

・ワークショップ 

・パソコン、スマホの使い方教室 

・下野谷遺跡など魅力発信の場 

・コミュニティＦＭ 

・都市農業との交流、野菜マルシェ 

・ソーラーシェアリング 

・保育所 

・図書館 

・本屋 

・自転車シェアリング 

・バスターミナル（周辺の停留所を集約） 

・統合庁舎の整備 

 

＜敷地活用に関する意見＞ 

・市民の活力を利用する 

・将来世代、若者たちが関与する形で検討したい 

・９年間という期間では、できることが限られる 

・スーパーマーケットや温浴施設など、集客力を求めると渋滞が悪化する 

 

 

 

 



  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保谷庁舎敷地活用基本方針 
～暫定的な敷地活用の実現に向けて～ 

令和元年 10 月 作成 
 

西東京市企画部企画政策課 

〒188-8666 西東京市南町五丁目６番 13 号 

電 話：042-460-9800（直通） 

F A X：042-463-9585 

E-mail：kikaku@city.nishitokyo.lg.jp 

 

 


